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１ 条例の概要 

 ⑴ 条例制定の背景 

   本市では，2050 年のカーボンニュートラルの実現に向けて，太陽光発電施設

をはじめとした再生可能エネルギーの最大限導入を目指すとともに，周辺環境

や自然との調和を図りながら導入促進を図っているところであります。 

   そのような中，近年は，「再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別

措置法」に基づく再生可能エネルギーの固定価格買取制度（ＦＩＴ制度）の買

取価格低下や認定制度の厳格化などの影響により，ＦＩＴ制度を利用しない非

ＦＩＴ施設が増加傾向にあり，同法が適用されない非ＦＩＴ施設に対する事業

規律の確保等が課題とされています。 

また，全国においては，太陽光発電施設の導入拡大に伴い，施設設置による

自然環境や生活環境等への影響に関する問題等が生じており，本市においても

その懸念が高まりつつあります。 

 ⑵ 条例の目的 

   太陽光発電施設の適正な設置，維持管理，発電事業の廃止等について必要な事

項を定めることにより，自然環境及び景観等の保全，災害の未然防止並びに市民

の安全で安心な生活環境を確保し，もって地域と調和した発電事業の推進を図る

ことを目的としています。 

 ⑶ 条例の対象 

   条例の対象は，出力１０ｋＷ以上の地上設置型太陽光発電施設です。なお，

出力が１０ｋＷ未満の太陽光発電施設や建築物に設置する太陽光発電施設は条

例の対象外になります。 

   条例の施行日（令和７年７月１日）以前に，太陽光発電施設の設置事業（木

竹の伐採や土地の形質の変更を含む。）に着手している場合も，条例の対象外に

なります。 

   太陽光発電施設の設置における必要な手続き（概要） 

対象施設 
必要な 

手続き 

〇 保全区域内※に設置する太陽光発電施設 

 （※「４ 保全区域」 ７ページ参照） 

〇 営農型太陽光発電施設 

（農用地区域，甲種農地，第１種農地，保全区域に設置するもの） 

許 可 

上記以外の太陽光発電施設 届 出 

   この他，関係法令等により設置が制限される区域（８ページ参照）がありますが，この区域

は許可の対象である保全区域及び届出の対象区域から除きます。 
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  手続きの流れ（概要） 

手順 手続き 手続の内容 許可 届出 

― 事前相談 
事業計画について，関係行政機関への事

前相談，事前調査 
〇 〇 

１ 
事前協議 事業計画について本市との協議 〇 － 

届  出 設置事業等の計画について本市への届出 － 〇 

２ 住民説明 

・事業計画等について地域住民等に対す

る説明会等の実施 

・地域住民等から意見の申出があった場

合，地域住民等との協議 

〇 〇 

３ 許可申請 
設置事業について本市への許可申請 

 
〇 － 

４ 

着  工 

完  了 

運転開始 

設置事業着手時，設置事業完了時， 

発電事業開始時における本市への届出 

（※ 届出の場合は，発電事業開始時の届

出のみ必要） 

〇 △※ 

５ 維持管理 

・適正な維持管理等の実施 

・事故等発生時における速やかな復旧等

の必要な措置の実施及び本市への報告 

〇 〇 

６ 廃  止 発電事業廃止時における本市への届出 〇 〇 
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２．用語の解説（条例第２条関係） 

太陽光発電施設  太陽光を電気に変換する施設及びその附属施設（その全部を

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１号に規

定する建築物に設置するものを除く。）であって，合計出力

が１０キロワット以上のもの（増設により合計出力が１０キ

ロワット以上となるものを含む。）をいう。 

設置事業  太陽光発電施設を新設又は増設する事業（これらの行為のた

めの木竹の伐採及び土地の形質の変更を含む。）をいう。 

発電事業 太陽光発電施設の設置により，電気を得る事業（当該太陽光

発電施設により発電した電気の全てを自ら使用するものを含

む。）をいう。 

事業者 設置事業若しくは発電事業を計画し，又はこれらを実施する

者（個人である者を含む。）をいう。 

事業区域 設置事業及び発電事業（以下「設置事業等」という。）を行う

一団の土地（太陽光発電施設に附属する管理施設，変電施設，

緩衝帯等に係る土地を含む。）であって，柵塀等の工作物の設

置その他の方法により当該土地以外の土地と区別された区域

をいう。 

土地所有者等  事業区域に係る土地の所有者，占有者又は管理者をいう。 

地域住民等  次に掲げる者をいう。 

ア 事業区域の境界線からの水平距離が次の(ア)から(ウ)ま

でに掲げる場合に応じ，それぞれ当該(ア)から(ウ)までに

定める範囲内に居住する者 

(ア) 太陽光発電施設の合計出力が５０キロワット未満の

場合⇒１００メートル 

(イ) 太陽光発電施設の合計出力が５０キロワット以上の

場合（(ウ)に掲げる場合を除く。）⇒３００メートル 

(ウ) 設置事業が環境影響評価法（平成９年法律第８１号）

第２条第２項に規定する第１種事業に該当する場合 

⇒１キロメートル 

イ 事業区域に隣接する土地又はその土地に存する建築物を

所有する者 

ウ ア及びイに掲げる者のほか，市長が必要と認める者 

営農型太陽光発電施設 次に掲げる区域又は農地において営農を継続しながら当該

区域又は農地の上部空間に設置される太陽光発電施設をい
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※ 一体性の取り扱いについて 

  それぞれ異なる事業である場合においても，次の①②③のいずれもが認められ

たもの等については，原則として一つの事業区域として取り扱います。 

 

➀ 事業主体の一体性 

  所在地が同一又は役員が重複しているもしくは資本関係等がある法人又はグル

ープ企業である場合，その個人又は法人を問わず客観的に判断して同一と認められ

る場合を指します。 

② 実施時期の一体性 

  時期の重複や連続性があるなど，個々の太陽光発電施設の整備の時期や送電網へ

の接続時期，関係法令の手続きを行う時期等からみて一連ととらえられる計画性が

ある場合を指します。 

③ 実施箇所の一体性 

  道路や水路などで分断された区域であっても，附属施設の一部を共用して事業を

実施する場合など，一体的に利用するものを指します。 

 

  

う。 

ア 農業振興地域の整備に関する法律（昭和４４年法律第５

８号）第８条第２項第１号に規定する農用地区域 

イ 農地法（昭和２７年法律第２２９号）第４条第６項第１

号ロに掲げる農地のうち，市街化調整区域内にある農地法

施行令（昭和２７年政令第４４５号）第６条に規定する農

地（甲種農地） 

ウ 農地法第４条第６項第１号ロに掲げる農地のうち，イに

掲げる農地以外のもの（第１種農地） 

エ 本条例第８条第２項に規定する保全区域（７ページ参照） 
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３．事業者の責務，土地所有者等の責務（条例第４条，７条関係） 

 事業者の責務 

・ 事業者は設置事業等を円滑かつ確実に行うために必要な関係法令及びこの条

例を遵守しなければなりません。 

・ 事業者は，設置事業等の実施に当たっては，地域住民等に対する情報提供及

び維持管理に係る実施体制の構築を行うとともに，発電事業の廃止に当たって

は，太陽光発電施設の適正な撤去を行わなければなりません。 

・ 事業者は，設置事業等の実施に当たり，市長が定める必要な措置（下表のと

おり）を講ずるよう努めるとともに，地域住民等との良好な関係を構築するよ

う努めなければなりません。 

【事業者が講ずるよう努める措置】 

１ 
事業の計画初期の段階から十分な情報提供を行う等，設置事業等につい

て地域住民等の理解を得られるよう，必要な措置を講ずること。 

２ 

自然環境及び景観等の保全，災害の未然防止並びに地域住民等の安全で

安心な生活環境の確保の観点から，設置事業に当たり適正な土地の選定，

開発計画の策定並びに設計及び施工を行うこと。 

３ 

設置事業の工事により発生する騒音，振動，排水，臭気，粉じん，廃棄

物等が地域住民等及び周辺地域の環境に影響を与えないよう，適正な措置

を講ずること。 

４ 

太陽光発電施設の撤去に伴い発生する廃棄物の処理に要する費用その

他発電事業の廃止に要する費用を，発電事業開始当初から計画的に積み立

てる等の方法により確保すること。 

５ 

設置事業の工事に着手する日から当該設置事業に係る発電事業を廃止

する日までの間，当該設置事業及び発電事業の実施に起因して生じた第三

者の損害を填補する保険又は共済に加入すること。 

６ 

設置事業の工事に着手する日から当該設置事業に係る発電事業を廃止

する日までの間，事故又は土砂の流出若しくは崩壊その他の災害による太

陽光発電施設の修繕，撤去又は処分に備え，火災保険，地震保険その他必

要な保険に加入すること。 

７ 
 太陽光発電施設から発する稼働音，電磁波又は反射光等が地域住民等及

び周辺地域の環境に影響を与えないよう，適正な措置を講ずること。 

８ 
太陽光発電施設の防犯対策の観点から，第三者の侵入等を確認するため

の措置を講ずること。 
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土地所有者等の責務 

・ 土地所有者等は，設置事業等により，自然環境，景観等を損ない，又は災害

若しくは生活環境への被害が発生することのないよう，当該土地を適正に管理

しなければなりません。 

 

４．保全区域（条例第８条関係） 

次の表１のとおり，自然環境や景観等と設置事業等との調和が特に必要と認めら

れる区域を保全区域として規定しています。なお，表２のとおり法令又は条例によ

り太陽光発電施設の設置が制限される区域は，この保全区域からは除かれます。 

この保全区域において太陽光発電施設の設置事業，または農用地区域，甲種農地，

第１種農地，保全区域において営農型太陽光発電施設の設置事業を行おうとするとき，

事前に市長の許可を受けなければなりません。 

 

※ 各関係法令等に基づく区域への該当状況については，各窓口にお問合せください。 

表１ 保全区域 

No 保全区域 
＜根拠法令等＞ 

窓  口 

１ 
県立自然公園第２種特別地域，普通

地域 

＜栃木県立自然公園条例＞ 

【市】景観みどり課 

２ 
県自然環境保全地域特別地区，県緑

地環境保全地域 

＜自然環境の保全及び緑化に関する条

例＞ 

【市】環境保全課 

３ 鳥獣保護区 

＜鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適

正化に関する法律＞ 

【市】農林生産流通課 

４ 

県が定める地域森林計画の対象とし

た森林の区域 

(保安林・保安施設地区を除く) 

＜森林法＞ 

【市】農林生産流通課 

５ 河川保全区域 
＜河川法＞ 

【県】宇都宮土木事務所 

６ 砂防指定地 
＜砂防法＞ 

【県】宇都宮土木事務所 

７ 急傾斜地崩壊危険区域 

＜急傾斜地の崩壊による災害の防止に

関する法律＞ 

【県】宇都宮土木事務所 
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８ 
土砂災害警戒区域，土砂災害特別警戒

区域 

＜土砂災害警戒区域等における土砂災

害防止対策の推進に関する法律＞ 

【県】宇都宮土木事務所 

９ 洪水浸水想定区域 
＜水防法＞ 

【市】河川課 

10 風致地区 
＜都市計画法＞ 

【市】景観みどり課 

11 景観形成重点地区，景観形成推進地区 
＜宇都宮市景観条例＞ 

【市】景観みどり課 

12 埋蔵文化財の埋蔵されている土地 ＜文化財保護法＞ 

【市】文化都市推進課 13 重要文化的景観に係る区域 

14 市街化調整区域 
＜都市計画法＞ 

【市】都市計画課 

 

 

表２ 関係法令等により設置が制限される区域 

 

No 設置が制限される区域 
＜根拠法令等＞ 

窓  口 

１ 農用地区域 
＜農業振興地域の整備に関する法律＞ 

【市】農業企画課，農業委員会事務局 

２ 甲種農地 ＜農地法＞ 

【市】農業企画課，農業委員会事務局 ３ 第１種農地 

４ 保安林，保安施設地区 
＜森林法＞ 

【市】農林生産流通課 

５ 河川区域，河川予定地 
＜河川法＞ 

【県】宇都宮土木事務所 

６ 

重要文化財，国指定史跡・名勝・天然

記念物，仮指定された国指定史跡・名

勝・天然記念物 

＜文化財保護法＞ 

【県】文化振興課 

【市】文化都市推進課 

７ 
栃木県指定有形文化財， 

栃木県指定史跡・名勝・天然記念物 

＜栃木県文化財保護条例＞ 

【県】文化振興課 

８ 宇都宮市指定文化財 
＜宇都宮市文化財保護条例＞ 

【市】文化都市推進課 
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市内の保全区域等（概要図） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 縮尺の都合上，全ての保全区域等が図示されるものではありませんので， 

ご留意ください。 

  

凡例 

 

   保全区域 

 

   保全区域以外の区域 

 

   他法令・条例で設置 

   が制限される区域 
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５．許可に係る手続きについて 

（１）事前協議について（条例第９条関係） 

 ア 事前協議 

 保全区域に太陽光発電施設を設置する場合，または農用地区域，甲種農地，第１種

農地，保全区域に営農型太陽光発電施設を設置する場合には，太陽光発電施設の設置

事業等に関する計画について，あらかじめ「事業計画事前協議書」（様式第１号）に添

付書類を添えて提出してください。 

 【提出部数：正本１部，電子データ１部】 

 なお，事前協議に当たっては，必要に応じて現地調査を実施し，事業者の立ち合い

をお願いすることがあります。 

 事業計画について，関係部課と協議・審査後，「審査（指導・助言）通知書」（様式

第２号）を通知しますので，事業計画の内容が通知された内容に至ったときは，「審査

（指導・助言）通知事項回答書」（様式第４号）に市からの審査（指導・助言）に適合

していることが確認できる書類を添付し，提出してください。 

事業計画が審査（指導・助言）に適合していることを確認し，事前協議が終了した

ときは，「事前協議終了通知書」（様式第５号）を通知します。 

イ 事前協議内容の変更 

事業計画に係る事前協議の内容を変更するときは，「事前協議内容変更届出書」（様

式第６号）に変更の内容が確認できる書類を添えて提出してください。 

ウ 事前協議取下げ 

関係行政機関，地域住民等との調整の結果，審査（指導・助言）の内容に適合する

見込みがないと判断したときは，「事前協議取下書」（様式第３号）を提出してくださ

い。 

◎事前協議の流れ 
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 事前協議における添付書類 

No 書類名 明示すべき事項等 

１ 事業計画書（様式第１２号）  

２ 

事業者の住民票の写し（当該事業者が

法人である場合にあっては，当該法人

の登記事項証明書） 

〇 発行後 3 月以内 

 

３ 

事業区域の位置図 〇 縮尺 1／50,000 以上 

〇 明示すべき事項 

・ 事業区域 

・ 方位 

４ 

事業区域の区域図 〇 縮尺 1／1,000 以上 

〇 明示すべき事項 

・ 事業区域 

・ 市町村・大字・字界及び地番 

５ 

事業区域内の土地に係る登記事項証明

書 

〇 発行後 3 月以内 

〇 事業区域の土地に係る全部事項証明

書 

６ 
事業区域内の土地に係る土地所有者一

覧表（様式第１３号） 

 

７ 

事業区域内の土地に係る公図の写し 〇 発行後 3 月以内 

〇 明示すべき事項 

・事業区域 

・市町村・大字・字界及び地番 

・事業区域内及び隣接地の所有者，地積

及び地目 

８ 

土地利用計画平面図 〇 縮尺 1／1,000 以上 

〇 明示すべき事項 

・事業区域 

・事業区域内に設置する工作物の位置，

形状，寸法 

・緩衝帯の位置，形状，寸法 

・事業区域に接する道路の幅員及び形

状 

・送電ルート及び送電に係る電柱の位
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置 

※林地開発許可申請における図面を添

付する場合には，上記の明示すべき事項

を明示すること。 

９ 

土地求積図 〇 明示すべき事項 

・事業区域 

・市町村・大字・字界及び地番 

10 

太陽光発電施設を構成する設備の構造

図 

〇 明示すべき事項 

・太陽光発電設備及び架台等の形状，高

さ，寸法，材料，勾配，色彩 

※太陽光パネルの仕様がわかるカタロ

グ等の写しを添付すること。 

11 
事業区域内に設置する工作物の構造図 〇 明示すべき事項 

・種類，形状，高さ，寸法，色彩 

12 

造成計画平面図及び断面図 【平面図】 

〇 縮尺 1／1,000 以上 

〇 明示すべき事項 

・ 事業区域の境界線 

・ 切土，盛土の施工範囲 

・ 切土，盛土の形状，勾配等 

・  擁壁の位置 

・排水施設の位置，流下方向 

【断面図】 

〇 縮尺 1／500 以上 

〇 明示すべき事項 

・ 施行前後の地盤面 

・ 切土，盛土の範囲，高さ及び勾配 

・ 擁壁の形状及び高さ 

※造成を行わない場合には，その旨を表

示し，事業区域の土地の現況写真及び撮

影位置の分かる地図等を添付すること。 

※林地開発許可申請における図面を添

付する場合には，下記のものを添付する

こと。 

・ 造成計画平面図 
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・ 造成計画縦断図 

・ 造成計画横断図 

13 

排水計画平面図及び断面図 【平面図】 

〇 縮尺 1／500 以上 

〇 明示すべき事項 

・ 施設の種類，位置，寸法（規模），勾

配，流下方向 

・ 吐口の位置 

・ 放流先の位置及び名称 

 

【断面図】 

〇 縮尺 1／500 以上 

〇 明示すべき事項 

・ 施設の種類，位置，材料，内外寸法

（規模），勾配 

・排水の流下方向 

※林地開発許可申請における図面を添

付する場合には，下記のものを添付する

こと。 

・ 流域図 

・ 雨水排水計画平面図 

・ 汚水排水計画平面図 

・ 調整池流域図 

・ 調整池平面図 

・ 調整池構造図 

14 

（擁壁を設置する場合） 

擁壁の背面図及び断面図 

〇  明示すべき事項 

・擁壁の形状，高さ，寸法，鉄筋位置及

び間隔 

・ 水抜穴の位置，材料及び内径 

・ 透水層の位置及び寸法 

※林地開発許可申請における図面を添

付する場合には，下記のものを添付する

こと。 

・ 防災施設構造図 
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15 
立地環境に関する概要書（様式第１４

号） 

 

16 
関係法令手続状況報告書（様式第１５

号） 

 

17 

太陽光発電施設の設置に係る条例第８

条第２項第１号から第１２号までに掲

げる区域の許可等の処分を必要とする

場合は，当該許可等の処分を受けてい

ることを示す書類（設置許可の申請ま

でに当該許可等の処分を受けていない

ことに特段の理由があると認められる

場合は，この限りでない。） 

 

18 維持管理等計画書（様式第１６号）  

19 

事業者が事業計画を実施するために必

要な資力及び信用があることを証する

書面 

〇 設置事業に係る資金計画書 

〇 融資証明書又は残高証明書 

〇 納税証明書（法人税，所得税） 

20 説明会等実施計画書（様式第９号）  

21 

予定する説明会等の配付資料 〇 明示すべき事項 

(ｱ) 事業計画等の概要 

(ｲ) 設置事業等に係る関係法令の規定

の遵守に関する事項 

(ｳ) 事業区域内の土地の所有権その他

の使用の権原の取得に関する事項 

(ｴ) 設置事業に係る工事の概要 

(ｵ)事業者（主な出資者を含む。）に関す

る事項 

(ｶ) 設置事業等が周辺地域の安全，良好

な景観，自然環境及び生活環境に対し

て及ぼすおそれのある影響並びに予防

措置の内容 

(ｷ) 設置事業等に伴い生じ得る廃棄物

の撤去その他の処理に関する事項 

 

※詳細な説明項目はＰ１６参照 
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22 

事業区域や定量基準に基づく説明会等

を実施する範囲が分かる地図等 

〇 明示すべき事項 

・ 事業区域 

・ 事業区域の境界線からの水平距離 

(ｱ) 合計出力５０ｋＷ未満の場合 

…100ｍ 

(ｲ) 合計出力５０ｋＷ以上の場合 

…300ｍ 

(ｳ) 環境アセスメント対象事業 

（第一種事業に限る）の場合 

…１kｍ 

23 その他市長が必要と認める書類  

 

（２）説明会等の実施について（条例第１２条関係） 

許可申請をしようとする事業者は事前協議終了後，（届出をした事業者は当該

届出後，）地域住民等に対する説明会の実施または文書の交付その他の方法によ

る周知（事前周知措置）により，事業計画等についてあらかじめ説明を行ってく

ださい。 

ア 実施方法について 

  説明会等は，下表の区分により実施方法が異なりますので，ご留意ください。 

許可事業者の場合 全事業 説明会の実施 

届出事業者の場合 

合計出力５０ｋＷ以上 説明会の実施 

合計出力５０ｋＷ未満 説明会の実施または 

文書の交付その他の方法による周知 

（事前周知措置） 

イ 説明範囲 

太陽光発電施設の事業区域の境界線からの水平距離が，次の表の場合に応じた

範囲を対象として説明会を実施してください。なお，設置場所によっては，「市長

が必要と認める者」が対象範囲に追加される場合があります。 

No 太陽光発電施設の合計出力等 対 象 

１ ５０ｋＷ未満 １００メートル以内に居住する者 

２ ５０ｋＷ以上（No.３を除く） ３００メートル以内に居住する者 

３ 環境影響評価法の第１種事業 １キロメートル以内に居住する者 

４ 
説明会実施の場合 

※事前周知措置は適用外 

事業区域に隣接する土地又は 

その土地に存する建築物の所有者 

５ 共通 ※事前周知措置は適用外 市長が必要と認める者 
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ウ 説明会等の実施 

  ① 実施の通知（説明会を実施する場合） 

説明会を実施する場合は，実施日の１４日前までに，ポスティングや戸別訪問

による書面配布などの方法により，地域住民等に対して説明会の実施について案

内をしてください。 

   説明会の開催通知には，(ｱ)説明会実施日時，(ｲ)場所，(ｳ)事業者の氏名・名称

及び連絡先，(ｴ)太陽光発電事業の概要（事業区域の所在地，合計出力），(ｵ)工事

開始及び運転開始予定時期を記載してください。 

② 出席者名簿または事前周知措置送付先一覧の作成 

説明会を実施する場合は，受付において，出席者に対し出席者名簿への記名を

お願いしてください。 

事前周知措置を行う場合は，事前周知措置における送付先一覧を作成してくだ

さい。 

③ 説明項目 

 説明会の開催に当たっては，「表 説明会等での説明項目」の内容を記載した

資料を事前に作成し，資料に基づき説明を行ってください。 

 ④ 質疑応答 

説明会においては，地域住民等の質問や意見に回答するための質疑応答の時間

を確保し，地域住民等からの質問等に対して誠実に対応してください。 

⑤ 議事録の作成 

説明会を実施した場合，説明会開始時から質疑時間を含む全ての議事が終了す

る間の内容について，議事録を作成してください。 

 

 

 

表 説明会等での説明項目 

No 項 目 

１ 事業計画等の概要 

以下の項目について説明すること 

・事業者の氏名，所在地 

・電源種 

・設置形態 

・合計出力 

・実施場所 
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２ 設置事業等に係る関係法令の規定の遵守に関する事項 

関係法令遵守状況として，関係法令について，その手続の要否，許可等

の取得状況，取得手続のスケジュール及び法令を遵守するための実施

体制について説明すること。 

３ 事業区域内の土地の所有権その他の使用の権原の取得に関する事項 

土地権原取得状況として，太陽光発電設備の設置場所に係る所有権 

その他の使用の権原の取得有無や，その取得状況について説明する 

こと 

４ 設置事業に係る工事の概要 

設置事業に係る工事の着工予定の時期及び運転開始予定の時期を含め

て，予定する工事のスケジュールについて説明すること 

５ 事業者（主な出資者を含む。）に関する事項 

次の項目について説明すること 

・事業者が法人の場合は，その代表者及び役員の氏名・概要 

・事業者が法人の場合は，その主な出資者 

・太陽光発電施設の維持管理を行う者（保守点検責任者） 

６ 設置事業等が周辺地域の安全，良好な景観，自然環境及び生活環境 

に対して及ぼすおそれのある影響並びにその予防措置の内容 

次の計画について説明すること 

ア 安全面の影響及び予防措置について（例：斜面への設置，盛土・ 

切土，地盤強度，排水対策，法面保護・斜面崩落防止柵，防災施 

設の選考設置，設備設計，施工後の管理の継続性，事業終了後の 

措置） 

イ 事業区域が，景観の保全に係る区域（重要文化的景観に係る区 

域，風致地区，県立自然公園，景観形成重点地区，景観形成推進地 

区など）に該当する場合は，太陽光発電事業による景観面への影響 

及び予防措置について説明すること 

ウ 自然環境・生活環境面の影響及び予防措置として，次の項目に 

ついて説明すること 

・騒音・振動 

・水の汚れ／濁り 

・反射光，雑草の繁茂 

７ 設置事業等に伴い生じ得る廃棄物の撤去その他の処理に関する事項 

・事業終了後の太陽光発電施設の撤去に係る廃棄物の処理方法 

・施設撤去後の土地の防災，環境保全上等の措置 



18 

 

 

  エ 説明会等実施後の対応（地域住民等との協議） 

  事業者は，説明会等を実施した日から起算して１４日間，説明会に出席した地

域住民等からの事業計画に対する意見を記載した書面（意見書）を受け付けてく

ださい。 

事業者は，意見書の提出があった場合は，意見書の提出があった日から起算し

て１４日以内に，当該意見書を提出した者に対して当該申出に対する見解を示し

た書面（見解書）を提出しなければなりません。 

   なお，協議では，事業者と地域住民等双方の合意を得ることを必須としており

ませんが，将来にわたる太陽光発電事業の円滑な運営のためには，地域住民等の

意見に誠実に対応することが重要です。 

 

オ 説明会等実施報告 

   事業者は，説明会等を実施した日から起算して１４日を経過し，地域住民等と

の協議も完了しましたら，「説明会等実施報告書」（様式第１０号）に添付書類を

添えて提出してください。 

なお，協議が不十分であると認められる場合には，再度協議を行うよう指示を

することがあります。 

 【添付書類】 

   １ 説明会等で配付した資料 

   ２ 説明会出席者名簿若しくは事前周知措置送付先一覧 

   ３ 説明会議事録（事前周知措置の場合は不要） 

   ４ 地域住民等から意見の申出があった場合，意見書の写し及び見解書の写し 

◎説明会等の実施の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



19 

 

（３）許可申請，許可基準について（条例第１３条・１４条関係） 

 ア 設置事業の許可 

許可申請は，説明会の実施及び地域住民等との協議終了後，「設置許可申請書」

（様式第１１号）に添付書類を添えて提出してください。 

【提出部数：正本１部，電子データ１部】 

 

【添付書類】 

１ 事業計画書（様式第１２号） 

２ 事業者の住民票の写し（法人である場合にあっては，当該法人の登記事項

証明書） 

３ 事業区域の位置図 

４ 事業区域の区域図 

５ 事業区域内の土地に係る登記事項証明書 

６ 事業区域内の土地に係る土地所有者一覧表(様式第１３号) 

７ 事業区域内の土地に係る公図の写し 

８ 土地利用計画平面図 

９ 土地求積図 

10 太陽光発電施設を構成する設備の構造図 

11 事業区域内に設置する工作物の構造図 

12 造成計画平面図及び断面図 

13 排水計画平面図及び断面図 

14 擁壁の背面図及び断面図 

15 立地環境に関する概要書（様式第１４号） 

16 関係法令手続状況報告書（様式第１５号） 

17 太陽光発電施設の設置に係る条例第８条第２項第１号から第１２号まで

に掲げる区域の許可等の処分を必要とする場合は，当該許可等の処分を受け

ていることを示す書類（設置許可の申請までに当該許可等の処分を受けてい

ないことに特段の理由があると認められる場合は，この限りでない。） 

18 維持管理等計画書（様式第１６号） 

19 事業者が事業計画を実施するために必要な資力及び信用があることを証

する書面 

（設置事業に係る資金計画書，融資証明書又は残高証明書，納税証明書（法

人税，所得税）） 

   20 事前協議終了通知書（様式第５号）の写し 

21 その他市長が必要と認める書類 
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  イ 許可基準 

(ｱ) 事業区域の周辺地域における自然環境を害するおそれがないものとして市長が

定める基準に適合していること。 

a. 事業区域に鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成１４年 

法律第８８号）第２８条第１項の規定により指定された鳥獣保護区を含む場合は，

当該鳥獣保護区において鳥獣を保護すべき措置が十分に採られていること。 

b. 事業区域内に生育する樹木を伐採する場合は，当該伐採が太陽光発電施設の設

置，事業区域への進入路，排水施設等の設置のための必要最小限度の範囲の伐採で

あること。 

c. 事業区域に希少野生動植物種の個体が生息・生育している場合は，当該希少野生

動植物種の保護に配慮した事業計画となっていること。 

d. 設置事業が希少野生動植物種の営巣等に影響を与えるおそれがあるときは，当該

希少野生動植物種に配慮した事業計画となっていること。 

(ｲ) 周辺地域の景観を阻害するおそれがないものとして市長が定める基準に適合し

ていること。 

a. 太陽光発電施設を構成する設備の高さ，形状，色彩等が周囲と調和したものであ

ること。この場合において，色彩については，宇都宮市景観条例（平成１９年条例

第８２号）第４条第１項の規定に基づく景観計画の基準に適合していること。 

b. 事業区域と隣接する土地との間に，別表に定める緩衝帯が設けられていること。  

別表 

事業区域の面積 緩衝帯の幅 

１ヘクタール以上１．５ヘクタール未満 ４メートル 

１．５ヘクタール以上５ヘクタール未満 ５メートル 

５ヘクタール以上１５ヘクタール未満 １０メートル 

１５ヘクタール以上２５ヘクタール未満 １５メートル 

２５ヘクタール以上 ２０メートル 

c. 太陽光発電施設を構成する設備が次に掲げるいずれかの柵塀等により周辺の道路

等の公共空間から見えないよう修景を施すこと。 

(a) 生垣 

(b) 柵，フェンス等 

(c) 塀（組積造の塀を設置する場合は建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８

号）第６１条の規定に，補強コンクリートブロック造の塀を設置する場合は同令

第６２条の８の規定に適合していること。） 

(ｳ) 周辺地域において土砂崩れ，溢水等を発生させるおそれがないものとして市長が

定める基準に適合していること。 
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a. 事業区域が急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第５

７号）第３条第１項の規定により指定された急傾斜地崩壊危険区域，土砂災害警戒

区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律第５７号）

第７条第１項の規定により指定される土砂災害警戒区域又は同法第９条第１項の規

定により指定される土砂災害特別警戒区域が含まれる場合は，宅地造成及び特定盛

土等規制法施行令（昭和３７年政令第１６号）第８条第１項の基準に適合する擁壁

が設置されていること。 

b. 事業区域が水防法（昭和２４年法律第１９３号）第１４条第１項又は第２項の規

定により指定された洪水浸水想定区域が含まれる場合は，洪水及び浸水対策が講じ

られていること。 

(ｴ) 設置事業の完了時における事業区域の高さ，法面の勾配，造成を行う面積等の造

成計画が宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和３６年法律第１９１号），都市計画

法その他関係法令（次号及び第６号において「関係法令」という。）及び市長が定め

る基準に適合していること。 

a. 事業区域において，切土，盛土等の造成を行う場合は，当該造成が事業区域への

進入路，排水施設等の設置のための必要最小限度の範囲のものであること。 

(ｵ) 排水施設，擁壁その他の施設が関係法令及び市長が定める基準に適合しているこ

と。 

a. 事業区域内の雨水その他の地表水を事業区域外へ流出させることがないよう必要

な排水機能を有していること。 

b. 下水道，排水路，河川その他の排水施設の放流先の排水能力に応じて必要がある

場合は，一時雨水等を貯留する調整池その他の施設が設置されていること。 

(ｶ) 地形，地質及び周囲の状況に応じ配慮すべき事項又は講ずべき措置が関係法令及

び市長が定める基準に適合していること。 

a. 第三者が事業区域内に容易に立ち入ることができないような高さの柵塀等（組積

造の塀を設置する場合は建築基準法施行令第６１条の規定に，補強コンクリートブ

ロック造の塀を設置する場合は同令第６２条の８の規定に適合しているもの）を設

置すること。ただし，上記の(ｲ)c.(b)又は(c)に掲げる柵塀等を設置する場合にお

いて，当該柵塀等がこの号に定める基準に適合すると認めるときは，この限りでな

い。 

b. 前号 a.に規定する柵塀等（同号ただし書に規定する上記の(ｲ)c.(b)又は(c)に掲

げる柵塀等を設置する場合における柵塀等を含む。）については，第三者が容易に

取り除くことができないものを用いて出入口に施錠等をすること。 

(ｷ) 周辺地域における道路，河川，水路その他の公共施設の構造等に支障をきたす 

おそれがないものとして市長が定める基準に適合していること。 
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a. 事業区域は，工事車両等の通行に支障のない幅員を有している道路等に接して 

いること。 

b. 大型車の通行等による既存道水路の破損等を防止する措置が講じられているこ

と。 

(ｸ) 文化財保護のための措置が講じられているものとして市長が定める基準に適 

合していること。 

a. 事業区域に文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）第９２条第１項に規定す

る埋蔵文化財の埋蔵されている土地が含まれる場合は，当該埋蔵文化財を保護する

措置が講じられていること。 

b. 事業区域に文化財保護法第１３４条第１項の規定により選定された重要文化的景

観に係る区域が含まれている場合は，当該重要文化的景観を保護する措置が講じら

れていること。 

(ｹ) 太陽光の反射，騒音等による生活環境に対する被害を防止するための措置その 

他の地域住民等の生活環境を保全すべき措置が講じられているものとして市長 

が定める基準に適合していること。 

a. 太陽光発電施設を構成するパワーコンディショナーその他の設備からの騒音によ

り周辺の生活環境に支障を生じさせないよう必要な措置が講じられていること。 

b. 事業区域に近接する住宅，道路等に対し，太陽光の反射が発生する角度に太陽光

発電施設が設置される場合は，低反射の太陽光パネルの設置その他太陽光の反射を

軽減する措置が講じられていること。 

c. 太陽光発電施設を構成する設備の搬入及び設置を行う時間，期間等が地域住民等

の生活環境への影響を最小限とするものであること。 

(ｺ) 適切な設置事業等の運営のための措置が講じられているものとして市長が定め

る基準に適合していること。 

a. 太陽光発電施設の定期的な維持管理及び補修を行う体制並びに非常時の体制が整

備されていること。 

b. 太陽光発電施設の廃棄その他発電事業を廃止する際の太陽光発電施設の取扱いに

関する適切な計画が整備されていること。 

c. 事業区域内の土地の所有権その他の使用の権原を有すること又はこれらの権原を

確実に取得することが認められること。 

d. 設置事業等の実施に必要となる関係法令及び他の関係法令に基づく許認可の取得

状況が確認できること。 

※ 営農型太陽光発電施設の設置許可に係る申請において，営農に支障があると

市長が特に認めるときは，一部の基準を適用除外とすることがあります。 
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ウ 許可手数料 

設置許可を受けようとする事業者は，許可申請時，手数料を納付する必要があり

ます。 

【許可申請に係る手数料】 

 事業区域の面積 金 額 

１ 

設 

置 

許 

可 

０．１ヘクタール未満 １３，０００円 

０．１ヘクタール以上 ０．３ヘクタール未満 ３０，０００円 

０．３ヘクタール以上 ０．６ヘクタール未満 ６５，０００円 

０．６ヘクタール以上   １ヘクタール未満 １２０，０００円 

１ヘクタール以上   ３ヘクタール未満 ２００，０００円 

３ヘクタール以上   ６ヘクタール未満 ２７０，０００円 

６ヘクタール以上  １０ヘクタール未満 ３４０，０００円 

１０ヘクタール以上 ４８０，０００円 

２ 

変 

更 

許 

可 

⑴ 事業区域の面積の変更を伴わない場合 １に規定する区分に応じた額の１０

分の１に相当する額 

⑵ 事業区域の面積の増加が伴う場合 次に掲げる額を合計した額 

ア 変更前の面積について，２（1）に

規定する区分に応じた額 

イ 変更により増加する面積につい

て，１に規定する区分に応じた額 

⑶ 事業区域の面積の減少が伴う場合 変更後の面積について，２（1）に規

定する区分に応じた額 

※２⑵に該当する場合の上限の金額は，48万円とする。 
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◎許可申請から発電事業開始までの流れ 
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（４）変更許可について（条例第１５条関係） 

  設置許可を受けた事項を変更しようとする事業者は，「事業変更許可申請書」（様

式第２０号）に当該変更に係る書類を添えて提出してください。 

【提出部数：正本１部，電子データ１部】 

ア 手数料 

変更許可を受けようとする事業者は，変更許可申請時，手数料を納付する必要が

あります。（Ｐ２３参照）  

 

 イ 変更許可の条件等 

 変更許可の申請があった場合においては，設置許可と同様に，当該申請に係る太

陽光発電施設が，許可の基準に該当すると認めるときに限り，変更を許可します。 

 また，変更許可に当たっても，必要な限度において，条件を付すことができるこ

ととしています。 

 

 ウ 設置許可に係る軽微な変更 

許可事業者は，以下の軽微な変更を行う場合は，「軽微変更届出書」（様式第２１

号）を提出してください。 

 

表 軽微な変更 

No 内 容 

１ 
事業者の氏名及び住所（法人にあってはその名称，代表者の役職及び

氏名並びに主たる事務所の所在地）の変更 

２ 
工事施工事業者の氏名及び住所（法人にあってはその名称，代表者の

役職及び氏名並びに主たる事務所の所在地）の変更 

３ 
設置事業の工事着手若しくは完了予定年月日，又は発電事業の開始若

しくは終了予定年月日の変更 
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◎変更許可の流れ 

※ 変更許可の申請に当たって，以下の規定が準用されます。 

・ 条例第 ９条「事前協議」 

・ 条例第１２条「説明会の実施」 

・ 条例第１４条「許可の基準等」 

・ 条例第１８条「着手の届出」 

・ 条例第１９条「完了の届出等」 
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（５）標識の掲示について（条例第１６条関係） 

事業者は，設置事業の着手時から太陽光発電施設の撤去が完了する日までの

間，事業区域の公衆の見やすい場所に，以下の記載事項を満たす標識を掲示しな

ければなりません。なお，工場など，発電事業者と電力需要家が同一の場合に，

敷地内に設置し，発電事業を行う主体が明確であり，かつ第三者が容易に立ち入

ることのできない場合など，標識の掲示が不要であると市長が特に認めるとき

は，この限りではありません。 

  標識に掲示した事項に変更があった場合は，速やかに標識の内容を修正してく

ださい。 

 

 【記載事項】 

 ⑴ 事業者の氏名及び住所（法人にあってはその名称，代表者の役職及び氏名並

びに主たる事務所の所在地）並びに連絡先 

⑵ 太陽光発電施設の名称 

 ⑶ 事業区域の所在地 

 ⑷ 太陽光発電施設の合計出力 

 ⑸ 発電事業の開始年月日及び終了予定年月日 

 ⑹ 太陽光発電施設の維持管理を行う者の氏名（法人にあってはその名称並びに

代表者の役職及び氏名）及び連絡先 

  

図 標識のイメージ 

太陽光発電施設 

名 称 〇〇発電所 

所在地 栃木県宇都宮市〇〇 

合計出力 〇〇ｋＷ 

発電
事業 

開始年月日 (西暦)〇〇〇〇年△△月□□日 

終了予定年月日 (西暦)〇〇〇〇年△△月□□日 

発電事業者 

氏 名 
〇〇〇〇㈱ 

代表取締役 〇〇 〇〇 

住 所 栃木県〇〇市〇〇 

連絡先 〇〇〇－〇〇〇〇－〇〇〇〇 

保守点検責任者 
氏 名 

〇〇〇〇㈱ 
代表取締役 〇〇〇〇 

連絡先 〇〇〇－〇〇〇〇－〇〇〇〇 
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（６）着手の届出，完了の届出等について（条例第１８・１９条関係） 

ア 工事着手届出書 

  設置事業に着手するときは，あらかじめ「工事着手届出書」（様式第２２号）を提

出してください。 

 

イ 工事完了届出書 

  設置工事が完了したときは，完了した日から起算して１０日以内に，「工事完了

届出書」（様式第２３号）を提出してください。 

  工事完了届出書の受理後，市は設置許可の内容に適合しているか検査を実施し，

適合している場合は「検査済証」（様式第２４号）を交付します。 

  検査済証が交付されるまでは，事業者は当該太陽光発電施設を使用してはなりま

せん。 

 

（７）発電事業の開始の届出について（条例第２１条関係） 

  発電事業を開始したときは，速やかに「発電事業開始届出書」（様式第２７号）を

提出してください。 

  

（８）維持管理等について（条例第２２条関係） 

ア 維持管理 

  発電事業開始後は「維持管理等計画書」（様式第１６号）等に基づき，適正に施

設の維持管理等を実施してください。 

 

【維持管理等基準】 

⑴ 太陽光発電施設については，土砂災害その他の災害の発生を防止し，又は生活

環境等の保全における支障が生じないよう，常時安全かつ良好な状態が維持され

ていること。 

⑵ 太陽光発電施設の周辺において土砂災害その他の災害が発生した場合又は発生

するおそれがある場合に，太陽光発電施設が損壊し，事業区域若しくは周辺地域

の環境保全上の支障が生じる状況を防止するために必要な対応を速やかに講じ，

又は必要に応じ，地域住民等及び市長に対し情報提供できる体制が整備されてい

ること。 

⑶ 太陽光発電施設に第三者が容易に立ち入ることができないよう，柵塀等を設置

すること。ただし，当該太陽光発電施設が当該発電事業を行おうとする者その他

関係者以外の者が立ち入ることのできない場所に設置される場合又は営農型太陽

光発電施設が営農に支障があると市長が認める場合は，この限りでない。 
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イ 事故等が発生した場合 

  事故または土砂災害その他の災害が発生した日から起算して３０日以内に，「事

故等報告書」（様式第２８号）に添付書類を添えて市に報告してください。 

 

【添付書類】 

  １ 太陽光発電施設の位置図及び配置図 

  ２ 事故状況写真 

  ３ その他市長が必要と認める書類 

 

（９）廃止の届出について（条例第２３・２４条関係） 

 ア 事業廃止届出書 

発電事業を廃止したときは，その日から起算して３０日以内に「事業廃止届出

書」（様式第２９号）に添付書類を添えて提出してください。 

 

 【添付書類】 

１ 現況写真 

  ２ 廃止後において行う措置を示した平面図 

  ３ その他市長が必要と認める書類 

 

  イ 適正処分等について 

事業者は，発電事業を廃止したときは，太陽光発電施設を速やかに撤去すると

ともに，使用済みとなる太陽光発電施設に関する再使用，再資源化等に努めなけ

ればなりません。 

また，撤去により生じた廃棄物について，関係法令に従い，適正な処理の確保

を図るとともに，撤去した後の土地について，防災，環境保全等の観点から必要

な措置を講じなければなりません。 

 

（10）地位の承継について（条例第２５条関係） 

ア 地位の承継 

   許可事業者もしくは変更許可事業者または設置事業等の届出を提出した者か

ら，当該許可もしくは届出に係る設置事業または発電事業の全部が譲渡，相続，

合併もしくは分割され，その地位を承継した者は，承継があった日から３０日以

内に「事業承継届出書」（様式第３０号）に添付書類を添えて市に提出してくださ

い。 

   事業の一部を譲り受けた者は，その地位を承継できませんので，新たに設置許

可を受ける等の手続が必要となります。なお，事業の一部を譲り渡す者は，変更
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許可を受ける等の手続が必要となります。 

 

【添付書類】 

１ 承継の事実を証する書類 

２ 維持管理等計画書（当該計画書に変更がある場合に限る。） 

３ その他市長が必要と認める書類 

 

イ 維持管理等について 

 地位を承継した者が発電事業を行うに当たっては，適正な維持管理等を行わな

ければなりません。地位の承継に当たって「維持管理等計画書」（様式第１６号）

の内容に変更が生じる場合は，内容を修正した維持管理等計画書を提出してくだ

さい。 
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６．届出に係る手続きについて 

（１）設置事業等の届出（第１０条関係） 

保全区域及び関係法令等により設置が制限される区域（７・８ページ 表１・表

２参照）以外の区域に太陽光発電施設を設置する場合は，地域住民等へ説明会等

を実施する前に，「事業計画届出書」（様式第７号）に添付書類を添えて提出してく

ださい。 

【提出部数：正本１部，電子データ１部】 

 

届出内容の確認後，事業計画に対し指導・助言があるときは，「指導・助言通知

書」（様式３１号）により通知します。必要に応じて，担当部課等と協議し，指導ま

たは助言事項に沿った対応をお願いします。 

  

【添付書類】 

１ 事業区域の位置図 

２ 事業区域の区域図 

３ 事業区域内の土地に係る登記事項証明書 

４ 事業区域内の土地に係る土地所有者一覧表（様式第１３号） 

５ 事業区域内の土地に係る公図の写し 

６ 土地利用計画平面図 

７ 太陽光発電施設を構成する設備の構造図 

８ 事業区域内に設置する工作物の構造図 

９ 造成計画平面図及び断面図 

10 関係法令手続状況報告書（様式第１５号） 

11 維持管理等計画書（様式第１６号） 

 12 説明会等実施計画書（様式第９号） 

   ・ 予定する説明会等の配付資料 

   ・ 事業区域や定量基準に基づく説明会等を実施する範囲が分かる地図等 

  13 その他市長が必要と認める書類 

 

※ 添付書類の記載事項の詳細は，Ｐ１１～１５参照 
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◎設置事業等の届出の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）設置事業等の計画変更の届出（条例第１１条関係） 

条例第１０条の規定により届け出た事項を変更しようとするときは，あらかじめ

「事業計画変更届出書」（様式第８号）に上記６（１）の添付書類のうち当該変更に

係る書類を添えて提出してください。 

ただし，軽微な変更については，手続き不要です。 

  【軽微な変更】 

No 内 容 

１ 
事業者の氏名及び住所（法人にあってはその名称，代表者の役職及び

氏名並びに主たる事務所の所在地）の変更 

２ 
工事施工事業者の氏名及び住所（法人にあってはその名称，代表者の

役職及び氏名並びに主たる事務所の所在地）の変更 

３ 
設置事業の工事着手若しくは完了予定年月日，又は発電事業の開始若

しくは終了予定年月日の変更 

 

（３）説明会等の実施について（条例第１２条関係） 

   許可の手続きと同様となります。１５ページを参照ください。 

（４）標識の掲示について（条例第１６条関係） 

   許可の手続きと同様となります。２７ページを参照ください。 

（５）発電事業の開始の届出について（条例第２１条関係） 

   許可の手続きと同様となります。２８ページを参照ください。 
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（６）維持管理等について（条例第２２条関係） 

   許可の手続きと同様となります。２８ページを参照ください。 

（７）廃止の届出について（条例第２３条関係） 

   許可の手続きと同様となります。２９ページを参照ください。 

（８）地位の承継について（条例第２５条関係） 

許可の手続きと同様となります。２９ページを参照ください。 

  



34 

 

７．許可の取消について（条例第２０条関係） 

 以下の事項に該当する場合は，設置許可または変更許可を取り消すことがありま

す。なお，設置許可の取消しを行った場合は，条例第３０条の規定に基づき事業者

の氏名や住所，設置許可の取消しに係る措置の内容について公表をすることがあり

ます。 

 

【設置許可の取消し】 

・ 偽りその他不正な手段により，設置許可又は変更許可を受けたとき 

・ 設置許可又は変更許可を受けた日から起算して１年を経過した日までに，正当

な理由なく設置事業に着手しなかったとき 

・ 設置許可又は変更許可を受け，正当な理由なく設置事業に着手した日後１年を

超える期間引き続き当該設置事業を行っていないとき 

・ 許可の基準を満たさない設置事業を行ったとき 

・ 許可の条件に違反したとき 

・ 変更許可を受けないで設置事業の変更を行ったとき 

（ただし，軽微な変更の場合を除く。） 

・ 条例第２９条の規定による命令（措置命令）に違反したとき 

 

８．指導，助言，勧告等について 

（１）指導及び助言・報告の徴収及び立入検査等について（条例第２６・２７条関係） 

ア 指導及び助言 

事業者が条例の規定に基づき適正に設置事業等を行うことができるよう，市長

は，条例の施行に必要な限度において指導及び助言を行うことができる旨規定し

ています。 

なお，指導を受けた事業者が正当な理由なく当該指導に従わない場合は，必要

な措置を講ずるよう勧告することができます。 

 

イ 報告の徴収 

   市長は，この条例の施行に必要な限度において，施設の状況などを確認する必

要が生じたときは，事業者に対して報告を求めることができます。 

 

ウ 立入検査 

   市長は，この条例の施行に必要な限度において，職員に事業区域やその他関係

のある場所に立ち入り，太陽光発電施設，帳簿，書類，その他物件を検査し，関

係者に質問することができます。 
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（２）勧告・措置命令・公表について（条例第２８・２９・３０条関係） 

ア 勧告・措置命令 

以下の事項に該当する場合は，事業者に対して，勧告や措置命令を行うことが

あります。 

 

【勧告】 

・ 設置許可若しくは変更許可を受けずに設置事業を行ったとき 

・ 条例第１０条の規定による届出をせずに設置事業を行ったとき 

・ 許可の基準や条件に適合していないと認めるとき 

・ 適正に維持管理等を行っていないとき 

・ 正当な理由なく条例第２６条の規定による指導に従わないとき 

【措置命令】 

・ 勧告を受けた者が正当な理由なく，当該勧告に係る措置を講じなかった

とき 

 

イ 公表 

   以下の事項に該当する場合は，事業者の氏名及び住所（法人にあっては，そ

の名称，代表者の氏名及び主たる事務所の所在地），当該取消しまたは命令に係

る措置の内容を公表することができます。 

 

【公表】 

・ 条例第２０条の規定による設置許可の取消し 

・ 条例第２９条の規定による命令を行ったとき 

 

ウ 指導・助言から公表までの流れ 

 

 

 


